
１１１１　　　　総括総括総括総括

((((1111) ) ) ) 人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

((((2222) ) ) ) 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

　　　　　　　

(注) １　職員手当には退職手当を含まない。

２　職員数は、１８年４月１日現在の人数である。

((((3333) ) ) ) 特記事項特記事項特記事項特記事項

 　平成17年12月1日に新設合併しました（二本松市・安達町・岩代町・東和町）ので、合併前（平成16年度以

前）の実績による給与に関する数値については、記載しておりません。

((((4444) ) ) ) ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（各年各年各年各年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

(注) １　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

3,649,571 6,436 6,244567

　　　　　千円

409,146 965,483

　　　　　　％

5,569,868541,802

職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　B

区分

21.5

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円

63,946

人

給　　　　　与　　　　　費

17年度

職員数

区分 歳 出 額

A

住民基本台帳人口

（17年度末）

二本松市の給与・定員管理等について

（参考）人件費率実質収支 人 件 費

B/AB

一人当たり給与費給与費　　B/A

一人当たり

千円 千円

16年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

－

（参考）類似団体平均

17年度

人 千円

A 給　 料

2,274,942

千円

25,953,899

千円

(H13)

100.0

(H13)

101.4

(H18)

97.4

(H18)

95.3

(H18)

97.8

90

95

100

105

二本松市 類似団体平均 全国市平均

1



２２２２　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況

((((1111) ) ) ) 職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（１８１８１８１８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

歳 円

　　　③小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

(注) １　「平均給料月額」とは、１８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外

　勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査におい

　て明らかにされているものである。　

　　 また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　計算したものである。

((((2222) ) ) ) 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（１８１８１８１８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

　－

うち用務員 49.06

362,000

43.01

－

二本松市

　－ 　－

328,978 332,262

293,637

　－

平均給与月額

（国ベース）

356,100

340,222

平均給料月額

383,092

392,825

381,212

414,273

　－

国

類似団体

49.00

53.02

48.04

うち運転員

うち学校給食員

福島県

民間事業者平均

平均給与月額

345,800

307,375

318,595

269,975

396,072

309,500

43.00

国

類似団体

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

区　分

平均年齢

平均年齢

354,588

－

－

138,400

135,900

国福　島　県

176,800 170,200

二 本 松 市

47.01 375,000 397,377

福島県 42.08

高　校　卒

二本松市

区　　分

類似団体

138,400

134,400

410,977

397,400 445,946

368,700

286,500

317,662

334,306

142,800

347,216

396,106

418,628

352,646

平均給与月額

（国ベース）

423,318

395,575 370,478

平均給与月額

323,500

43.03

49.11

328,47740.04

平均給料月額

44.00 264,200 265,900

170,200大　学　卒

高　校　卒

中　学　卒

42.08

二本松市

福島県

一般行政職

技能労務職

47.08

区　　　分

116,800

151,050
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((((3333) ) ) ) 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（１８１８１８１８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３３３３　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況

((((1111) ) ) ) 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（１８１８１８１８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

(注) １　二本松市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

292,000

一般行政職

242,500

－

経験年数20年

10  人　

15.2  ％　

17  人　

63  人　

4.1  ％　

2.4  ％　９　級

1　部長、支所長、福祉事務所長又は首席参事の職務

2　議会の事務局の長の職務

3　教育委員会の事務局の教育部長の職務

構成比職員数

3.9  ％　

1  人　 0.3  ％　

16  人　

30.2  ％　125  人　

16.2  ％　

30  人　

85  人　

7.2  ％　

20.5  ％　

67  人　

380,500

－

260,100

340,000

353,300

282,400262,200

－

291,900

６　級

　主任主事、主任技師、主任保育士、主任保健師、主任看護師、

主任栄養士、主任歯科衛生士又は主任教諭の職務

経験年数15年

７　級

８　級

1　部長、支所長、福祉事務所長又は参事の職務

2　議会の事務局の長の職務

3　教育委員会の事務局の教育部長の職務

4　職務の内容及び責任の程度がこれらと同等と認められる職務

３　級

区　　分 経験年数10年

1　主査の職務

2　職務の内容及び責任の程度がこれらと同等と認められる職務

高　校　卒

標 準 的 な 職 務 内 容

　主事、技師、保育士、保健師、看護師、栄養士、歯科衛生士又は

教諭の職務

中　学　卒

1　主査又は係長の職務

2　職務の内容及び責任の程度がこれらと同等と認められる職務

　主事、技師、保育士、保健師、看護師、栄養士、歯科衛生士又は

教諭の職務

技能労務職

大　学　卒

高　校　卒

１　級

４　級

２　級

５　級

区　分

1　主査又は係長の職務

2　職務の内容及び責任の程度がこれらと同等と認められる職務

1　課長、室長、住民センター所長又は主任主幹の職務

2　議会の事務局の次長の職務

3　教育委員会の事務局の課長又は公民館長の職務

4　行政委員会(教育委員会を除く。以下同じ。)の事務局の長の職務

5　職務の内容及び責任の程度がこれらと同等と認められる職

１級 0.3%２級  3.9%

３級 16.2%

４級 20.5%

５級  7.2%

６級 30.2%

7級 15.2%

８級  4.1%

９級 2.4%

１級 0.5%
２級  5.7%

３級 17.5%

４級 17.5%

５級 11.6%

６級 30.0%

７級 11.1%

８級  3.8%

９級 2.3%

１級 1.8%

２級 12.2%

３級 14.4%

４級 14.4%

５級 16.9%

６級 20.9%

７級 10.9%

８級  6.5%

９級 2.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成18年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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((((2222) ) ) ) 昇給期間短縮昇給期間短縮昇給期間短縮昇給期間短縮のののの状況状況状況状況

　

４４４４　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

((((1111) ) ) ) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

千円 千円

（17年度支給割合） （17年度支給割合） （17年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

・ 管理職加算 15～25％ ・ 管理職加算 10～25％

(注) (  　　)内は、再任用職員に係る支給割合である。

((((2222) ) ) ) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（１８１８１８１８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

千円 千円

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、17年度に退職した職員に支給された平均額である。

16年度

47.50

普通昇給期間（１２～２４月）を

39

（一般行政職）

42.12

0.725

区　　　　　分

1,702

比　　　　　率

職　員　数

A

17年度

短縮して昇給した職員数　　　　　 B

A

B/A

短縮して昇給した職員数　　　　　 B

　　　　　　　　　％

8.9

440

　　　　　　　　　人

B/A

　　　　　　　　　％

　　　　　　　　　人職　員　数

国

－

　　　　　　　　　人

6.0

普通昇給期間（１２～２４月）を

25

比　　　　　率

　　　　　　　　　人

国二　本　松　市

１人当たり平均支給額（17年度）

二　本　松　市

1.6

１人当たり平均支給額（17年度）

福　島　県

1.45

0.75

3.0

21.00 27.30

（支給率）

１人当たり平均支給額 2,278

59.28 59.28

勧奨・定年

1.45

0.75

47.50 59.28

59.28

59.28

33.75

1,873

3.0 1.45

414

3.0

1.61.6

26,545

33.50 41.34

（支給率）自己都合 勧奨・定年

23.50 30.55

自己都合

59.28
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((((3333) ) ) ) 特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（１８１８１８１８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

円

％

種類

((((4444) ) ) ) 時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

((((5555) ) ) ) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（１８１８１８１８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

1

0.2

11,280,000

11,280

扶養手当

住居手当

通勤手当

徒歩により通勤するものとした場合の

距離が2km以上で

①交通機関を利用し運賃等を負担して

いる職員

②自動車等により通勤している職員

【支給額】

①運賃相当額（55,000円を超えた場合

は、超える額の1/2を加算）

②2,200円～43,900円（月額）

①借家等に居住し、月額9,500円を超え

る家賃を支払っている職員

②自宅に居住している世帯主の職員

【支給額】

①上限27,000円

②上限3,500円

基準日（毎年11月から翌年3月までの

各月の初日）において、規則で定める

公署及び区域に在勤する職員

【支給額】

基準日における公署、区域の区分及び

職員の世帯等の区分に応じた定額

同じ －

支給実績（16年度決算）

同じ

内容及び支給単価

扶養親族のある職員

【支給額】

１名につき5,000円～13,000円（月額）

国の制度

－職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

手　当　名

（17年度決算）

異なる

同じ

管理又は監督の地位にある職員の職

のうち規則で指定する職にある職員

【支給額】

給料月額の100分の25を超えない範囲

（部長職１４％～出先機関の長８％）

－ 46,645　千円　

診療業務

との異同

運賃相当

額が55,000

円超の場

合、超える

額の1/2を

加算

（県準拠）

異なる

国の制度と

自宅等の

場合新築、

購入から５

年経過後も

支給

（県準拠）

異なる内容

職員全体に占める手当支給職員の割合（17年度）

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

－

管理職手当

寒冷地手当

－

主な支給対象職員

（17年度決算）

左記職員に対する支給単価

支給職員１人当たり

平均支給年額

99,399　円　

210,000　円　

支給実績

67,200　千円　

28,627　千円　

30,097　千円　

336

支給実績（17年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（17年度決算）

主な支給対象業務手当の名称

支給実績（17年度決算） 190,760

国民健康保険診療所に勤務す

る医師

国民健康保険診療所

医師診療手当

（月額）　940,000円

457,304　円　

62,313　円　

55,634　円　34,048　千円　
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５５５５　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（１８１８１８１８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

（ 円 ）

円 円

円 円

円 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円 任期毎

円 任期毎

円 任期毎

(注) １　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

　勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

970,000

658,750

775,000

620,500

730,000

445,000

395,000

375,000

給料月額×在職月数×29/100

給料月額×在職月数×26/100 7,743,840

助 役

議 長

市 長

市 長 15,644,160給料月額×在職月数×48/100

3.35

3.35

円　／

円　／

円　／

期

末

手

当

議 長

助 役

副 議 長

議 員

副 議 長

報

酬

228,000

収 入 役

退

職

手

当

備　　　　考

円　／

円　／

収 入 役

　　（18年度支給割合）

助 役

収 入 役

　　（18年度支給割合）

議 員 213,000

538,200

269,000

636,300

542,000

810,000

給 料 月 額 等

1,089,000

895,000

9,169,800

507,000

475,000

551,000

（参考）類似団体における最高／最低額

給

料

市 長 679,000

区　　分

円　／
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６６６６　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

((((1111) ) ) ) 部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由 （各年４月１日現在）

区　分 

 部　門

人

人）

人

人）

人

(注) １　職員数は一般職に属する職員数である。

２　[     ]内は、条例定数の合計である。

((((2222) ) ) ) 年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（１８１８１８１８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

587  568  ▲ 19  

▲ 20  439  459  

129  

0  0  

128  

▲ 1  

44  

96  

6  

4  

2  

30  

66  

対前年

増減数

157  

37  

21  

35  

市町村合併による

職　員　数

平成17年

9  6  

平成18年

50  

94  

水 道

交 通

下 水 道

小 計

そ の 他

[             － ］

　合　　　計

[            656 ]

644  

　公

　営

　企会

　業計

　等部

　 　門

小　計

病 院

一

般

行

政

部

門

議　会

総　務

＜参考＞

▲ 20  

[        － ]

▲ 24  

職員数

910

人 人

消防部門

137  

668  

70  

1 37

55歳43歳 47歳 51歳27歳 31歳

人

9880 53 50 52

人 人 人

39歳

人 人 人 人

56歳 60歳44歳 48歳 52歳

～

40歳20歳 20歳 24歳 28歳 36歳

～ ～ ～

区　分

32歳

未満

～

3  

税　務

35歳

～

計

31  

商　工 15  

衛　生

民　生

23歳

教育部門

農　水

普

通

会

計

部

門

土　木

10.07

6.87

25  28  

0  0  

3  

▲ 3  

1  

▲ 2  

▲ 6  

81  

36  27  

17  18  

76  

1  

0  －

9.49

8.88

3  

0  

0  

人

644

～ ～ ～

99

59歳 以上

計

人

＜参考＞

（類似団体の人口1,000人当たり職員数

人口1,000人当たり職員数

人口1,000人当たり職員数

市町村合併による

～

82 1

人

主な増減理由

市町村合併による

7.02

＜参考＞

人口1,000人当たり職員数

（類似団体の人口1,000人当たり職員数

▲ 5  

▲ 9  

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18%

20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60

歳 ～～～～～～～～～～
歳

未 23 27 31 35 39 43 47 51 55 59 以

満 上
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((((3333) ) ) ) 定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標及数値目標及数値目標及数値目標及びびびび進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況

①①①①平成平成平成平成１７１７１７１７年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日～～～～平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日におけるにおけるにおけるにおける定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標

人 人 人 ％

(注) 職員数には教育長（1名）を含んでいません。

②②②②定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標のののの年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況（（（（実績実績実績実績））））のののの概要概要概要概要 （各年４月１日現在）

(注) １　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。

２　（　　%）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年までの職員増減数

　の累計を示す。

(  －%)

▲ 5 (  －%)

▲ 14 (  －%)

▲ 4 (  －%)

－

0 

増減

職員数

増減

増減

職員数

▲ 80 

－

－

－

－

－

－

587 

▲ 5 

（参考）

数値目標

－

－

－

▲ 14 

▲ 4 

667 644 

▲ 23 

－

▲ 23 (28.8%)

公営企業

等 会 計

計

１７年 １８年
　　　　　　　区　　分

 部　　門

２１年

計画始期

１９年 ２０年

▲ 80

消　防

教　育

職員数

増減

職員数

増減

職員数

439 

計２年目 ３年目

１７年～１８年２２年

５年目４年目

－

－

0 

133 129 

0 0 

１年目

453 

平成17年4月1日

667 587

平成22年4月1日

職員数 職員数

一般行政

81 76 

▲ 12.0

純 減 数 純 減 率
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７７７７　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況

((((1111) ) ) ) 水道事業水道事業水道事業水道事業

  　 ① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

　（参考）

　　　　　　　

(注) １　職員手当には退職給与金を含まない。

２　職員数は、１８年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

 　平成17年12月1日に新設合併しました（二本松市・安達町・岩代町・東和町）ので、合併前（平成16年度以

前）の実績による給与に関する数値については、記載しておりません。

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（１８１８１８１８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

(注) 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（17年度支給割合） （17年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

(注) (　　　)内は、再任用職員に係る支給割合である。

3.0 1.45

1.6 0.725

3.0 1.45

1.6 0.725

17年度

17年度

％

める職員給与費比率

　　　　千円 千円

B/A

13.5 －119,906 

千円 ％

6,971 30,062 119,906 5,995 

千円　　　　　千円 千円

給　　　　　与　　　　　費 一人当たり

千円

（参考）市町村平均

期末・勤勉手当 給与費　　B/A 一人当たり給与費

20 73,836 16,008 

人 千円 千円

A 給　 料 職員手当

区分 職員数

885,822 ▲ 23,739 

職員給与費比率質収支

職員給与費

16年度の総費用に占

総費用に占める

1,503

平 均 年 齢

333,545

団体平均

－

1,702

１人当たり平均支給額（17年度）

376,947

二本松市水道事業

１人当たり平均支給額（17年度）

事 業 者

44.08 577,214

－

二本松市　（一般行政職）

平均月収額基 本 給

40.04

区　　　分

区分 総費用 純損益又は実

BA

501,186二本松市

計　　B
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イ　退職手当（１８年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

千円 千円 千円 千円

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、17年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(注) 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

エ　その他の手当（１８年４月１日現在）

④④④④定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標及数値目標及数値目標及数値目標及びびびび進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況 ※二本松市において策定

ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

    →6(3)②を参照

26,545

59.28

59.28 59.28

勧奨・定年

21.00 27.30

33.75 42.12

47.50

１人当たり平均支給額 0

（支給率）（支給率） 自己都合 勧奨・定年

21.00 27.30

１人当たり平均支給額

扶養手当

扶養親族のある職員

【支給額】

１名につき5,000円～13,000円（月額）

同じ －

住居手当

①借家等に居住し、月額9,500円を超える家

賃を支払っている職員

②自宅に居住している世帯主の職員

【支給額】

①上限27,000円

②上限3,500円

同じ －

通勤手当

徒歩により通勤するものとした場合の距離

が2km以上で

①交通機関を利用し運賃等を負担している

職員

②自動車等により通勤している職員

【支給額】

①運賃相当額（55,000円を超えた場合は、

超える額の1/2を加算）

②2,200円～43,900円（月額）

同じ －

管理職手当

管理又は監督の地位にある職員の職のうち

規則で指定する職にある職員

【支給額】

給料月額の100分の25を超えない範囲

（部長職１４％～出先機関の長８％）

同じ －

寒冷地手当

基準日（毎年11月から翌年3月までの各月

の初日）において、規則で定める公署及び

区域に在勤する職員

【支給額】

基準日における公署、区域の区分及び職員

の世帯等の区分に応じた定額

同じ －

手　当　名 内容及び支給単価

一般行政職

の制度と異

なる内容

支給実績

（17年度決算）

一般行政

職の制度と

の異同

支給職員１人当たり

平均支給年額

（17年度決算）

二本松市水道事業 二本松市　（一般行政職）

2,2780

33.75 42.12

47.50 59.28

59.28 59.28

自己都合

支給実績（16年度決算） －

職員１人当たり平均支給年額（16年度決算） －

支給実績（17年度決算） 9,140

職員１人当たり平均支給年額（17年度決算） 457

純減率純減数平成17年4月1日職員数平成22年4月1日職員数

2,200　千円　 220,000　円　

1,418　千円　 157,556　円　

714　千円　 47,600　円　

1,371　千円　 685,500　円　

1,163　千円　 58,150　円　
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((((2222) ) ) ) 下水道事業下水道事業下水道事業下水道事業

  　 ① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況

ア　決算

　（参考）

　　　　　　　

(注) １　職員手当には退職給与金を含まない。

２　職員数は、１８年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

 　平成17年12月1日に新設合併しました（二本松市・安達町・岩代町・東和町）ので、合併前（平成16年度以

前）の実績による給与に関する数値については、記載しておりません。

② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（１８１８１８１８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

(注) 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（17年度支給割合） （17年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算 5～20％ ・ 役職加算 5～20％

(注) (　　　)内は、再任用職員に係る支給割合である。

総費用に占める区分 総費用 純損益又は実 職員給与費

職員給与費比率 16年度の総費用に占

A B B/A める職員給与費比率

質収支

17年度

　　　　千円 千円 千円

職員数 給　　　　　与　　　　　費 一人当たり

％ ％

584,337 0 67,856 11.61 －

（参考）市町村平均

A 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　B 給与費　　B/A 一人当たり給与費

区分

17年度

人 千円 千円

10 41,173 9,381 

　　　　　千円 千円 千円 千円

17,302 67,856 6,785 6,971 

区　　　分 平 均 年 齢 基 本 給 平均月収額

二本松市 45.04 376,850 565,406

団体平均 44.06 380,230 581,893

事 業 者 － －

二本松市下水道事業 二本松市　（一般行政職）

１人当たり平均支給額（17年度） １人当たり平均支給額（17年度）

1,730 1,702

3.0 1.45 3.0 1.45

1.6 0.725 1.6 0.725
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イ　退職手当（１８年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

千円 千円 千円 千円

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、17年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(注) 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

エ　その他の手当（１８年４月１日現在）

④④④④定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標及数値目標及数値目標及数値目標及びびびび進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況 ※二本松市において策定

ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

    →6(3)②を参照

支給職員１人当たり

平均支給年額

（17年度決算）

平成17年4月1日職員数平成22年4月1日職員数 純減数 純減率

1,452　千円　

住居手当

①借家等に居住し、月額9,500円を超える家

賃を支払っている職員

②自宅に居住している世帯主の職員

【支給額】

①上限27,000円

②上限3,500円

同じ

支給実績

（17年度決算）

二本松市下水道事業 二本松市　（一般行政職）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

21.00 27.30 21.00 27.30

33.75 42.12 33.75 42.12

47.50 59.28 47.50 59.28

59.28 59.28 59.28 59.28

2,278 26,545

支給実績（17年度決算） 5,416

１人当たり平均支給額 0 0 １人当たり平均支給額

職員１人当たり平均支給年額（17年度決算） 541

支給実績（16年度決算） －

手　当　名 内容及び支給単価

一般行政

職の制度と

の異同

一般行政職

の制度と異

なる内容

扶養手当

扶養親族のある職員

【支給額】

１名につき5,000円～13,000円（月額）

同じ －

管理又は監督の地位にある職員の職のうち

規則で指定する職にある職員

【支給額】

給料月額の100分の25を超えない範囲

（部長職１４％～出先機関の長８％）

同じ －

－

寒冷地手当

基準日（毎年11月から翌年3月までの各月

の初日）において、規則で定める公署及び

区域に在勤する職員

【支給額】

基準日における公署、区域の区分及び職員

の世帯等の区分に応じた定額

同じ －

598,000　円　

727　千円　 60,583　円　

181,500　円　

634　千円　 158,500　円　

552　千円　 55,200　円　

598　千円　

－

職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）

管理職手当

通勤手当

徒歩により通勤するものとした場合の距離

が2km以上で

①交通機関を利用し運賃等を負担している

職員

②自動車等により通勤している職員

【支給額】

①運賃相当額（55,000円を超えた場合は、

超える額の1/2を加算）

②2,200円～43,900円（月額）

同じ －
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